









という事実を物語る｡ そこで, 本稿では, 組織活性化に向けた改革の基本的な考え方を提




















わち, 個人, 組織の利害関係, 慣習化のみでなく, 社会と個別組織のリンクに加えて, 組












では, 高度成長期の直前には, いわゆる専門経営者が台頭し, 株主権を剥奪して, 組織運




る｡ 個別組織より社会全体の福祉の重視, 住民の利益尊重, 優先といった個人の価値観転































い課題である｡ 組織内部での内部告発を期待するむきもあるが, それは, 本人に職場生活
を失わせる事にもなりかねないために, 告発に依存することは不可能に近い｡
そこでは, 構造化, 自省といった概念を用いつつ, 実際の社会に対しては改革に向けて
政策提言を行うことが肝要である｡ これは, 対話による相互の信頼を基礎とする市民社会











利を持っており, 事実上の独裁権を握ってきた｡ 株主は権限を奪われ, 銀行は自巳の債権
の保全にのみ関心を持ち, 官僚は天下りの権利を得て, 企業に対する監視を怠ることとな
る｡ 社長は, 企業内, 財界団体における事実上の独裁権を掌握している｡ 企業不祥事防止
には, 経営者による正しい企業統治を期待し, 不正を排除する姿勢を求めることが第一と
なった｡ そこで, 専門経営者に対する監視, 干渉, 排除の権限を持つ機関を設置する事以
外に有効な手立てはない｡ 組織のリーダー監視, 交替というシステムの構築が求められて











 間嶋崇 (2007年) 『組織不祥事：組織文化論による分析』 文眞堂｡ 122‒153頁｡
 間嶋崇著, 168-177頁｡
 宮島英昭 (2004年) 『産業組織と企業統治の経済史：日本経済発展のミクロ分析』 有斐閣｡ 第４章, 第８章,
第９章を参照の事｡
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 ケネデイ, Ａ＆デイール, Ｔ著, 城山三郎訳 (1983年) 『シンボリック・マネジャー』 新潮社｡
 間嶋著, (2007年) 『組織不詳事』 文眞堂, 51‒60頁｡




組織の意思決定における権力 (パワー) と政治過程 (ポリティックス) を明白にする努力








解釈する上では必ずしも充分ではない｡ そこでは, 特に, 機能主義に対しては組織のおか
れた客観的な情勢のインパクトを強調しすぎるという問題が指摘されている｡ また, シン
ボリック解釈主義に関しても多くの課題が提起されている｡ 個人による主観的な発想と体
験で組織を解釈して, それを修正しようとする事となり, どうしても, 個人的な体験と自
己の偏った理想というものが, 個人の組織に対する働きかけで前面に出てくる｡ 特に, 経
営組織のトップに君臨する個人が狭い体験のみに限定されている時には, 組織の発展は阻



































方策である｡ 一つの提案は, 以下のような流れで, 組織改革の発想を組織の中に定着させ
ようとする｡ すなわち, 権力 (パワー) をもって, 改革内容を伝え, その結果としてもた
らされる組織にとっての利点を指摘する｡ それを支配的な意見として, 定着させて, 正当
化させる事が重要なステップとする｡ それを一つの規範として, 正当化させ, 一つの道徳










進される｡ しかし, その従業員の活動は, 組織の目標に沿って, 経営トップ, ミドルマネ
ジャーの命令と管理のもとで推進される｡ 組織は, 命令と管理と責任を伴う活動である｡
組織の命令者は権限を持つが, しかし, 同時に, その命令が間違っていた時には, 責任を
追求されることとなる｡ 現在の日本では, トップは命令だけをして, 責任をとらない慣行
が流行しつつあり, 日本の未来に大きな暗雲が立ち込めている｡ しかし, 命令を下すトッ
プは不業績の際には責任をとることが強く迫られている｡ そうした意味で, 組織のトップ
に課された責任は重い｡ ここでは, 官僚組織を中心として, 組織における命令伝達方式と
責任のとり方をアストン学派と官僚制論の研究を中心に解説することとする｡
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ており以下の６分野を指摘した｡ すなわち, 組織の管理方式に関する専門化, 標準化, 公
式化, 集権化, 形態特性, 伝統主義である｡ こうした組織における管理の次元は, 組織の
種類と国家によって, さらには, 国民性の特色により, 対応の仕方が異なるものとなる｡
職務遂行方式に関しては, 課業分担の設計原理が提示されており, 以下のような原則が確
認されている｡ すなわち, 相互依存の課業を遂行する方式としての専門化の原則, 職務権









ア 組織には, 多様な属性があるので, 一つ一つの組織構造に囚われると全体像が見えな
くなることである｡
イ 組織の分業や統制システムは, 公式の情報に基づいて, 非個人的な組織制度の側面を











義と説明力が増すものと考えられる｡ ギデンズ著, 松尾精文他訳 (1976年) 『社会学の新しい方法基準』 而立
書房, 第３章 (131-185頁)｡
 官僚組織の分権制
ヒクソンは, 官僚制と分権制との両立を実証しようとしてきた｡ そこでは, 官僚的組織,
大規模組織が一定の圧力で支配されるということはないことと多様なコントロールの手段
があり, 分権制という支配の方式もあり得ることを提示した｡ そこでは, 以下のような試
案が提示されている｡
ア 意思決定機関の集中化, 権力の集中ということもあり得ること｡ 規模の大きさが支配
方式の多様さを物語っているともいう｡ 集権制, 分権制など多様な方式があることを示
す｡
イ さらに, 規模に対応して組織形態の多様性が減退することもある｡ 計画と管理の多様

























 Hickson et. al (1975). Demensions of Organizations in Complex Societies, Admistrative Science Quarterly,
March. 1975. Vol.20.
 Mansfield, Roger (1973). Bureaucracy and Centalization: An Examination of Organizational Structure,
Administarative Science Quarterly, Vol.18, pp.477‒488.
 Barley S.R (1986). Technology as an Occasion for Structuring, Administrative Science Quarterly, 1986.
Vol.31. pp78‒108.
























構造 意味作用 正当化 支配
様相性 解釈図式 規範 便益
相互行為 コミュニケーション 道徳性 権力 (パワー)





内部変革 １. 重要課題 ２. 仮説 ３. 新規作業 ４. 新発想の理論化
エージェント
アジェンダ設定 アイディア連結 発想テスト 理論連結
５. 新規脅威・機会 ６. 新規発想 ７. 実験 ８. 理論化行動
外部変革 総合的調整 発想の洗練化 総合的理論化
行動
環境からの圧力
出典：Birkinshaw, J. G. et. al (2008), Management Innovation, Academy of Management
Review, Vol.33, No.4, p.832.
第５節：権力の所在とリーダーの責務
メリアム (Chales E. Merriam：1874‒1953年) は, アメリカ政治学の開祖の一人とさ
れており, 政治権力論の研究者である｡ アメリカのアイオワ州に生まれ, 政治学の本拠た
るコロンビア大学で研究し, シカゴ大学に勤務して後進の育成に尽力した｡ ラスウェルな
どの多くの政治学者を育成し, 多くの弟子を養成してきた｡ その功績は, 政治心理学と集
団理論の統合に勤め, シカゴ学派を形成した成果で現代政治学の父とされている｡ 政治を
実践するために, 1909年より11年間市会議員として活躍している｡ 1932年にベルリンにお
いて有名な 『政治権力』 を書き上げたといわれている｡ 代表作 『政治権力』 において, 彼
は権力登場の状況, 有力者に対して競い合う多くの人々の忠誠, その裏面, 権力保持者の
テクニック, 個人の防衛の在り方, 権力拡散, 没落などの問題を取り上げている｡ そうし
た中で, 権力とは何かを問い, 人間に共通の衝動というものを取り上げて権力の意義と役
割を確認している｡ それは, 人間の生活に深く刻み込まれた因習, 習慣のようなものを基





充分な知識を持ったものとされる｡ それは, 参加者の利害, 集団化, 社会関係, その時代
のイデオロギー, 忠誠心の競合関係, 重要人物とその比率, 社会における知性の性格と効
用などを反映している｡ そこでは, 政治家は, 自分の所属する共同社会, そこで暮らす人
物の集団, 考え方の大勢, 政治集団の社会的地位について知ることが必要である｡ それに





献につき, 評価方法には正しい回答はなく, 栄誉の配分に関しても基準がない｡ 政府が支
配を容易にするために恩賞の供与を利用することとなる｡
 中庸の心得
権力の手引きに共通することは ｢中庸｣ ということである｡ この原理は, 孔子, アリス
トテレスなどによって示されたという｡ 賢い支配者は, 自分の原理原則, 自分の政策, 個
人的な利点や戦術上の利点を強くは主張をしないものである｡ 成功した集団は権力行使に
対して強い誘惑を感ずる｡ しかし, 思慮ぶかい支配者は, できなくはないと考えられるも
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 Birkinshaw, J. G. et. al (2008). Management Innovation, Academy of Management Review Vol.33, No.4,
pp825‒845.
Ranson. S, Hinings. B & Greenwood, R (1980). The Structuring of Organizational Structures,
Administrative Science Quarterly, Vol.25, pp1‒17.
間嶋崇 (2007年) 『組織不祥事』 文真堂, 88, 101, 104頁｡

























し, この目的を実現するための社会機構を生み出していくことである｡ また, 時代と環境
変化に対応して, 既存の組織においては, その目的の変更を提示し, かつ組織構成の一部









特定の価値体系の下で成立した組織, 制度は, 極めて強固な基盤を形成している｡ もは
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３. 教育, 科学, 独創力と仕組み
科学技術の振興と教育の拡充は, 現代人の等しく期待するところである｡ しかし, そう
した時代の先端を行く分野の変革にさいしても, その底辺にある組織の管理の仕組みとそ










シップとなる｡ 責任あるリーダーには, 以下の２点において, リーダーシップを発揮する
ことが求められている｡ 一つは, 目的の体現とよんだ組織の本来目的とする目標を追求す
る機能である｡ しかも, 時代や環境の変化を対応する機能を提示することである｡
他の一つは, 環境変化に対応して, 組織の持つ資源の活用方式を工夫, 改善することで


























中では, 組織の変革を推進することは難しい｡ そこでは, 組織の変革に向けた戦略の策定
が必要不可欠であり, 一定のプロセスを考慮して, そうした基盤の上でプロセスを踏まえ
た改革が推進される必要がある｡ ここでは, 欧米諸国において行政組織の変革に向けて採






は, 先の第４節で指摘した構造主義による組織改革に向けたパワー, ポリティクス, なら
びにミクロマクロリンクの提案の具体的内容を踏まえたものとは考えられないが, そうし













組織の変革は, 表面, 価値, 基礎前提と言う組織の３つの側面からの改革が求められて












組織においては, その改革には着手しても, そうした努力の続かないケースが多い｡ そ










要件としては, 組織のメンバーに対して変革の必要性を認識させる ｢ゆらぎ｣ を生み
出すことである｡
 ステップ２. 変革推進のための連帯チームを築くこと｡


















多くの要因がある｡ しかし, その主要な根拠としては, 組織の多くのメンバーが現状を変
えることに抵抗する雰囲気が強いということと, 変化しなくても困らないことにある｡ ま
た, 変化を推進する仕組みがないことと, 変革に向けたシナリオがないことも変化を阻止


















現場では OJT (業務を通じた職業訓練) による現場における研修活動が重要な役割を果
たすものとなる｡ 職員の研修に際して, 特定の指導者は親切な説明や講義はしないで,
OJT による養成講座を競って受講させたうえで, 特技を受講者に盗ませるという方式を








































 玉川秀治 (1998年) 『トヨタ方式にみるシステム再構築』 ぱる出版｡ 玉川秀治とは, 実は金田秀治のペンネー
ムである｡
	 金田秀治 (2006年) 『トヨタ式 ｢管理者育成｣ ノート』 ぱる出版｡
１. リーダーシップと政治構想力：組織構造の大変革
リーダーの役割の一つは組織の大多数の結束を固めて制度を安定させ, かつ発展させる














提示し, その目的を実現するための社会機構を生み出していくことである｡ また, 時代と
環境変化に対応して, 既存の組織においてはその目的の変更を提示し, かつ組織構成の一


















績を必要とするので, かれらが有能ではあることは間違いはない｡ しかし, ホフステッド
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 Selznick. Philip (1957). Leadership in Administration, Harper & Row, Publishers Inc., 北野利信訳 (1963








































出典：間嶋崇著 (2007年) 『組織不祥事』 101頁｡
い時間をかけて育成するものである｡ 家庭, 学校, 地域が心を合わせて, 社会奉仕に向け
て献身的な努力を厭わないリーダーを育成するための新たな努力が必要とされている(26)｡
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減少が顕著である｡ 逆に, 近年には中国, インドなどの新興国において急速な経済発展が
目立ち労働力の国際的移動もあり先進国の熟練労働者の就業機会も奪われている｡ こうし
た経済停滞と社会の混乱は, 社会の環境変化や時代の要請に対応できない企業経営者の迷
走と産業界の時代錯誤, さらには行政の怠慢にある｡ また, 組織と制度の本質を不明なま
まに放置してきた社会科学分野における研究者の不業績によるところも大きい｡
そこで, 本稿は, メリアム, バーリー, セルズニックなどの優れた研究者の業績を踏
まえつつ, 難解を極めている組織と制度の基本構造の解明に立ち向かい, 組織の活性化や
制度改革に向けた基本的な改善策の一端を提示する事を目指す｡ 組織や制度に関して, こ
れまでに多くの研究成果は発表されてきた｡ しかし, それらは制度, 組織の一端の解明に
止どまり, 組織の本質はほとんど解明されていない｡ 先駆的研究者の業績を借りてここで
は組織改革方策の初歩的な試案に関する一つの提案を行うものとする｡
組織活性化に向けて, まず, 組織構造, 組織における命令系統を研究対象とする ｢組
織支配論｣ (筆者命名), 権力と一般従業員との対応関係を研究対象とする組織文化論など
の先行研究の成果と限界を踏まえて, 組織の活性化に向けた一つの見解を提示する｡ 当初
は組織不祥事に関する先駆的研究である間嶋崇の業績に基づいた組織の欠陥の原因を探究
し, 組織を取り巻く社会環境と内部組織との関係性を確認し, 組織内部の変革に向けた組
織の構造, 命令系統を探求し, 組織の中で大きな支配力をもつリーダーによるパワーポリ
ティクスを明示する｡ さらに, 組織活性化に向けた個人のこころざしと組織活性化の重要
性を指摘しつつ, 組織の進路を正しく導くリーダーの役割を確認し組織の中のミドルに対
する権限委譲の方策を提案するものとする｡
目次
はじめに：組織活性化と組織支配論
第１節：組織不祥事とその前兆現象, 防止策
第２節：組織文化論モデル：機能主義と解釈主義
第３節：構造主義とパワー, マクロの観点
第４節：組織構造と支配方式の点検：アストン学派
第５節：権力の所在とリーダーの責務
第６節：政治構想力と組織構造の変革
第７節：組織変革のプロセス：NPM論
第８節：結論に代えて：組織改革とリーダー
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